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1. 取締役会の実効性向上の取り組みの概要 
当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向け、経営の透明性・公正性かつ、迅速な意

思決定を実現するために、取締役会の監督機能を強化しています。 
当社の取締役会の実効性評価は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるために、取締役会がど

のように貢献しているかを検証し、課題を抽出、対策を検討、そして改善を図る目的で実施しています。
この評価は、独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役および独立社外監査役（以下 社外
役員）ならびに非業務執行社内取締役で構成するコーポレート・ガバナンス委員会が実施しています。   
更に、取締役会は、これらの評価に加え、事業環境の変化等も踏まえ、次年度の取締役会運営方

針および注力すべき重点テーマを決定しています。また、その運営方針に基づき年間計画を策定し、取
締役会の活動を運営しています。 
このように、PDCAサイクル（評価→改善策の検討→計画策定→実行→再評価）を確立し、取締

役会の監督機能の高度化を継続的に図るとともに、今後も、企業価値向上に資するガバナンスの進化
を推進してまいります。 

 
２. 2025年度 取締役会の実効性評価結果 

2025年度の取締役会の実効性評価は、コーポレート・ガバナンス委員会が主導し、従来の自己評
価＊に加え、その客観性および多面的な評価の充実を図る観点から、第三者評価機関「株式会社ボー
ドアドバイザーズ（以下 同評価機関）」を起用し、実施しました。同評価機関の評価結果から、当社
取締役会の実効性は確保されていることを確認しました。また、当社の取締役会の特徴（強み）として、
「コーポレート・ガバナンスに対する真摯な取り組みが継続されている」、「社長指名諮問委員会が機能し
ている」、「自由闊達な議論が行われている」などが挙げられました。 
一方、第三者評価および自己評価の結果を踏まえると、当社取締役会が更なる進化を遂げるにあた

り、持続的な企業価値向上および中長期的な成長の実現に向けた課題として、以下の点を認識しまし
た。 
 取締役会の監督機能の更なる高度化 
 企業価値向上に資する「監督」と「執行」の建設的な対話・議論の更なる進化 
 中長期視点を踏まえた取締役会議論の拡充 

 
今後も、企業価値向上に資するモニタリングボードとしての取締役会運営の高度化に継続して取り組
むとともに、指名委員会等設置会社を含む機関設計移行の検討を進める中で、取締役会の役割・
構成・議論のあり方を進化させ、ガバナンスの更なる向上を図ってまいります。 

＊従来の自己評価の対象は、「取締役会レビュー結果」、「取締役・監査役への毎月のアンケート」、「取締役会議長面談」、「取締役会
議事録」です。 
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2-1. 2025年度の実効性評価から抽出された課題の詳細 
取締役会の監督機能の更なる高度化 
 当社の取締役会は、モニタリングボードを志向する中で進化を遂げてきましたが、中期ロードマップ 

「SF 2nd Stage」＊の実行を通じた中長期的な企業価値向上の実現を見据え、監督機能のさら
なる高度化と執行への一層の権限委譲により、意思決定の迅速化を一段と高めていく必要があると
の認識に至りました。そのため、現行の機関設計（監査役会設置会社）を前提とした運用の高度
化にとどまらず、機関設計のあり方そのものについても検討を進めるべきであるとの方向性を共有しま
した。 
＊長期ビジョン「SF2030」の実現に向けた、2026年度から2030年度までの中期経営計画（以下 ロードマップ）です。 

 執行側は中長期戦略に関する取締役会からの助言に対する期待が高い一方、監督側は、リスクマ
ネジメントの観点を強く意識しており、こうした認識や視点の違いが、議論の進め方や重点の置き方
に影響を与える場面があると指摘がありました。 
 

企業価値向上に資する「監督」と「執行」の建設的な対話・議論の更なる進化 
 説明者と質問者のみならず、取締役同士、N対Nによる議論をより発展させていく重要性を認識し

ました。 
 社外役員の現場訪問は有意義と評価されている一方で、あらかじめ設定された枠組みに留まらない

工夫の余地があると認識が共有されました。 
 

中長期視点を踏まえた取締役会議論の拡充 
 中長期視点での成長戦略やリスクなど将来を見据えた議論の更なる充実が重要であるとの認識を

深めました。 
 資料内容や論点設定について、テーマに応じた解像度・粒度の最適化に向けて一層の工夫が求め

られるとの認識を共有しました。 
 投資家目線を踏まえた議論の拡充に加え、資本市場における当社評価に関する情報を取締役に

適時・適切に提供するとともに、資本市場の評価の声を議論に取り入れていくことの重要性を確認し
ました。 
 

2-2. 実効性評価を踏まえ2026年度に取り組むテーマ 

取締役会の監督機能の更なる高度化に向けて、 
 指名委員会等設置会社を含む機関設計移行の検討を進めます。 
 「監督」と「執行」の役割分担を踏まえ、そのあり方を更に進化させていきます。 
 迅速・果断な意思決定を促す執行への更なる権限委譲と執行ガバナンスの強化に取り組みます。 
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企業価値向上に資する「監督」と「執行」の建設的な対話・議論の更なる進化に向けて、 
 「監督」と「執行」のコミュニケーション機会の充実化を図ります。 
 取締役同士の議論を促進するための議事運営の高度化に取り組むとともに、社外取締役による中

長期的かつ俯瞰的な視点からの意見・助言を更に充実させます。 
 取締役会を支える事務局の強化を進めます。 

 

中長期視点を踏まえた取締役会議論の拡充に向けて、 
 資本市場・投資家視点を踏まえた企業価値向上に資する議論の更なる充実と当該議論に必要な

情報を把握・活用するための仕組みを強化します。 
 ロードマップの達成に向けた全社重点施策を軸にアジェンダを設定します。 

 

３. 2025年度 取締役会運営方針および重点テーマ  
 
＜2025年度 取締役会運営方針＞ 
取締役会は、中長期視点での企業価値向上を目指し、成長戦略の議論を強化する。 

＜重点テーマ＞ 
 長期ビジョン実現に向けたロードマップの策定と実行力の強化 
 地政学リスク・チャンスに伴う変化対応力の強化 
 構造改革の完遂 

 
2025年度 取締役会運営方針および重点テーマを設定した背景 
取締役会は、中長期的な企業価値向上が最重要テーマと捉え、成長戦略の議論を強化し実行力

を高めるため、長期ビジョン実現に向けたロードマップ策定と実行力強化を重点テーマとしました。また、事
業構造の変化や収益性の改善といった成果を確実に生み出すには、構造改革の完遂が不可欠であり、
その進捗モニタリングを引き続き重視することを確認しました。 
 

４. 取締役会の実績 
4-1. 重点テーマ 
重点テーマ︓長期ビジョン実現に向けたロードマップの策定と実行力の強化 
 取締役会、オフサイトミーティングにおける主な議論内容 

議題 内容（報告、議論） 
1) 「中期ロードマップ SF 2nd 

Stage」 
 取締役会は、長期ビジョンの実現に向けてロードマップの

策定について、業務執行部門と複数回にわたり議論を重
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 ねました。初期段階では、ステークホルダーの当社に対す
る期待や、2030年度に「目指す姿」、「挑戦的目標」を
踏まえ、全社事業ポートフォリオ再構築の方向性およびそ
の実現に向けた仕組みについて議論を行いました。 

 その後、成長に向けた根源的課題を踏まえ、グループ方
針やコア戦略の具体化とともに、戦略実行の確実性を高
めるための考え方やキャピタルアロケーションについて議論し
ました。これらの議論を踏まえロードマップをアップデートし、
2025年11月7日、取締役会で承認・可決しました。 

 また、今後のコミュニケーションプランや社外向け発表のス
トーリーを踏まえ、資本市場に向けたメッセージのあり方に
ついて、活発な議論を行いました。 

 更に、全社事業ポートフォリオ再構築の具体的施策とし
て、特定事業の分社化・売却に関する重要案件について
も、中長期戦略および資本効率の観点から複数回にわ
たり議論を行いました。 

2) 各ビジネスカンパニーの 
「中期ロードマップ SF 2nd 
Stage」 
 

 取締役会は、各ビジネスカンパニーで策定したロードマップ
達成に向けた、成長シナリオ、事業計画、注力事業の戦
略などについて、各ビジネスカンパニー長から個別に説明を
受けました。長期ビジョン実現に向けた戦略の理解を深め
るとともに、成長を加速する観点から、見落としが無いか
や、成長シナリオ実現に向けたリスクについて議論を行いま
した。 

 
重点テーマ︓地政学リスク・チャンスに伴う変化対応力の強化 
 取締役会、オフサイトミーティングにおける主な議論内容 

議題 内容（報告、議論） 
1) 2025年度短期経営計画  2025年4月3日の取締役会において、「2025年度予算

（案）」について、米国の関税政策が当社コストに与える
影響や、追加関税リスクの影響などの議論を行いました。
業務執行部門は追加関税が顧客需要に及ぼす影響を
再分析し、想定される関税政策の影響を予算に反映さ
せました。また、売上高および営業利益の公表について、
業務執行部門からのレンジ形式での開示提案を審議し、
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2025年5月8日の取締役会で承認・可決しました。 
2) 日本を取り巻く世界経済の

動向（米国、中国、インド
を基軸に） 

 取締役会は、「日本を取り巻く世界経済の動向」をテーマ
に、エコノミストによる講演および意見交換を実施しまし
た。講演では、「米中関係の最新動向」、「中国の第15
次五カ年計画が日本および世界経済に及ぼす影響」、
「米国によるベネズエラ侵攻」、「インド経済の現状と今後
の見通し」など、多角的な視点から説明が行われました。 

 その後の意見交換では、これらの外部環境を踏まえ、当
社として備えるべき点や、逆に成長の機会へと転換するた
めの方策について議論しました。具体的には、中国市場
で更なる成長を実現するため、産業クラスターにおけるリー
ダー企業との関係構築や、市場・顧客ニーズに即した商
品開発の重要性などが意見として挙げられました。 

 
重点テーマ︓構造改革の完遂 
 取締役会、オフサイトミーティングにおける主な議論内容 

議題 内容（報告、議論） 
1) 構造改革の進捗  2025年4月3日の取締役会において、辻永順太代表取

締役は、構造改革プログラム「NEXT2025」の取り組み
開始から1年が経過したことに触れ、5つの経営施策すべ
てが「検討・設計フェーズ」から「実装・実行フェーズ」へ移
行し、計画通りに進捗していると説明しました。 

 また、2025年2月10日にシェアードサービスの再編に向
けて発表した、トランスコスモス株式会社との合弁契約締
結後の社員の反応を共有しました。 

 これらを踏まえ、取締役会は、経営チームが引き続きリー
ドしつつ丁寧なコミュニケーションを重ね、一体感の醸成を
図っていくことが重要であるとの認識を共有しました。 

2) 構造改革プログラム
「NEXT2025」の総括 

 2025年10月7日の取締役会において、辻永順太代表
取締役は、構造改革プログラム「NEXT2025」の総括を
報告しました。総括では、「業績推移」や「各経営指標の
状況」、「構造改革で取り組んだ5つの施策の成果と課
題」などについて説明を行いました。 

 更に、ロードマップに向けて、「固定費生産性の更なる向
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上」および「顧客起点マネジメントの徹底」に引き続き注
力していく方針を示しました。 

 
４-2. 重点テーマ以外の重要事項 

議題 内容（報告、議論） 
1) サステナビリティ推進活動  取締役会は、全社サステナビリティ推進活動の2025年

度総括について報告を受け、サステナビリティ推進機能を
執行側に移管したことを契機に、重点的に取り組む「環
境・人権テーマ」について計画通りに進捗したことを確認し
ました。 

 また、ロードマップにおける温室効果ガス排出量削減目標
の検討状況について、基準年の対象範囲の見直しやデー
タ集計範囲の拡大等の対応方針を確認しました。 

 更に、「ビジネスと人権」をめぐる国際的な法規制の進展
や、児童労働・強制労働、紛争影響に伴う人権リスクの
高まりを踏まえ、「オムロン人権方針」の改訂を審議し、承
認・可決しました。 

2) エンゲージメントサーベイの
結果 

 取締役会は、ロードマップ開始に向けて進めてきた各種人
財施策について、エンゲージメントサーベイの結果への反
映状況を確認しました。 

 これを受け、サーベイ結果とパフォーマンス結果の連動性
や、マネージャ層と一般職層との評価結果の差異といった
観点について、活発な議論を行いました。 

 更に、2030年度および2026年度におけるエンゲージメン
トスコアの目標、ならびに2026年度の人財施策における
重点取り組みについて確認しました。 

3) コーポレートITシステムの 
構築に向けた進捗 

 取締役会は、2026年4月に予定している日本国内＊お
よび同年7月に予定している欧州におけるERP導入の進
捗について報告を受け、いずれも稼働に向けた準備が順
調に整っていることを確認しました。 

 また、稼働開始に向けたリスク抑制策および即時対応体
制が確保されていることを確認するとともに、ERP導入によ
り期待される効果等について議論を行いました。 

＊国内におけるERP導入は4月に完遂済 
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４-3. 上記以外の取締役会の主な議題 ※定例の決議事項は除く 
主な決議事項の議案 
 第88期定時株主総会に付議する取締役に係る報酬議案および「取締役報酬の方針」改定の承認 
 取締役会運営方針および重点テーマの承認 
 業績連動型株式付与制度に関する信託の追加信託金の拠出および株式交付規程の改定の承認 
 電子部品事業の分社化方針の承認 
 電子部品事業売却に関する株式譲渡契約の締結、および電子部品事業の分社化の承認 
 株式会社松屋アールアンドディに対する予告TOBの承認 
 社外役員の独立性要件改定の承認 

 
主な報告事項の議案 
 内部統制システムの運用状況の報告 
 定例リスク報告 
 内部監査活動結果及び2025年度計画の報告 
 ESGアセスメントの再評価結果と今後の取組方針の報告 
 株式会社JMDC事業計画の進捗報告 
 DMB*1モビリティ事業におけるOBI*2株式売却に向けた事前報告 
 電子部品事業についての検討報告 
 2024年度監査役監査結果および2025年度監査計画の報告 
 株式会社iCAREの完全子会社化の報告 
 HCB*3事業競争力強化のためのM&A検討報告（株式会社松屋アールアンドディに対する予告TOBの

事前報告） 
 *1 デバイス&モジュールソリューションズビジネス 
 *2 OMRON Automotive Electronics Italy s.r.l    
 *3 ヘルスケアビジネス 
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5. 実効性を高めるための取り組み実績 
オフサイトミーティング 

目的 事業戦略や事業課題について、早期の議論を行うとともに、個別テーマの相談・意見交換の場として設定しています。
また、取締役会として把握すべき最新事例や動向等を共有する場として、社外役員の理解の向上と業務執行部門の
課題解決にも繋げています。 

構成 全取締役、監査役が出席する場や社外役員だけで構成する場など、テーマに応じて設定。 
回数 9回 

主な取組み ・中期ロードマップ SF 2nd Stage 
・データソリューションの進化 
・稼ぐ力の強化に向けたコーポレート・ガバナンス 
・各ビジネスカンパニーにおける中期ロードマップ SF 2nd Stage 
・注力13事業を支えるコア技術の強化 
・日本を取り巻く世界経済の動向 

 

社外役員と経営幹部との意見交換会 
目的 社外役員と経営幹部との意見交換の機会を提供し、当社の事業や組織風土の理解向上に繋げています。 
回数 1回 
取組み ・社外役員とCXOとのフリーディスカッション「中期ロードマップ SF 2nd Stageについて」 

 

取締役会議長面談 
目的 取締役会議長は年１回取締役および監査役を対象として個別面談を実施し、取締役会の運営に関する改善案等

を議論しています。 
回数 各1回(合計11回)※全ての取締役および監査役と個別に面談 

 

取締役会レビュー 
目的 社外役員は取締役会終了直後に取締役会レビューを実施しています。社外役員同士で、取締役会終了直後に感

じたことや課題、改善点などを共有することで、取締役会評価の充実に繋げています。 
回数 12回 

 

執行会議へのオブザーブ 
目的 社外役員は毎月開催の執行会議(役員による経営会議)へのオブザーブが可能であり、業務執行部門の状況を十分

に掴むことで、取締役会における議論の幅と深さの広がりに繋げています。 
取組み ・毎月事前に執行会議のアジェンダを送付、希望される議案をオンラインにて視聴 

・毎月議事録を取締役会メンバーへ送付 
 

社外役員と会計監査人との意見交換会 
目的 会計監査人の視点を社外役員に共有することで、監督機能および監査機能の強化に繋げています。また、本取り組

みを通じて、当社のリスク情報等について社外役員が会計監査人と直接情報交換する関係を構築しています。 
回数 1回 
取組み ・会計監査人の視点から見たオムロンにおける潜在的なリスク 

 

現場訪問 
目的 社外役員に対して主要拠点、展示会等の視察および社内イベントへの参加機会を提供し、当社の事業や組織風土

の理解向上に繋げています。 
回数 1回 
取組み ・株式会社JMDCの本社視察 
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6. 各諮問委員会の取り組み実績 
社長指名諮問委員会 

人数 5名(社外取締役3名・社内取締役2名) 
委員長 上釜健宏筆頭独立社外取締役 

委員会構成 ・過半数が社外取締役 
・社内取締役２名は非業務執行取締役(社長CEOは委員ではない） 

開催回数 1回 
出席率 100% 
審議事項 
報告事項 

●社長CEO候補者の審議 
●2026年度 非常事態発生時の社長CEO継承候補者の審議 
●社長CEOのサクセッションプラン 

委員長 
コメント 

辻永社長は構造改革をやり遂げて、いよいよ次の局面にギアを上げていかなければならないという段階に入ってきた。そ
れに向けての一層のリーダーシップを発揮して頂きたい。 

 

人事諮問委員会 
人数 5名(社外取締役3名・社内取締役2名) 
委員長 小林いずみ独立社外取締役 

委員会構成 ・過半数が社外取締役 
・取締役会議長、社長CEOは委員ではない 

開催回数 6回 
出席率 100% 

審議事項 
報告事項 

●2025年度諮問委員会の委員体制の審議 
●上級執行役員の役職任免についての審議 
●社外取締役候補者プール人財リストの更新および今後の進め方についての審議 
●2026年度(第90期)役員選任に向けた選任基準の審議    
●第89期定時株主総会に付議する取締役・補欠監査役候補者の選任の審議 
●2026年度上級執行役員候補者の選定の審議および執行役員選任の報告 
●2026年度経営陣幹部（CFO、CTO、CHRO）の後継者計画の報告 
●社外取締役の他社社外役員就任の報告 
●社外取締役候補者についての報告 

委員長 
コメント 

2025年度の人事諮問委員会では今後の役員体制、特に社外取締役の構成のあり方とそれを踏まえた候補者プー
ルの見直し、また事業や社会の変化に対応した執行役員選任基準の見直し等についての議論、決議を行った。また、
執行側から提案されたCXOの育成計画について意見交換を行い将来の事業、環境変化に対応できる経営体制の
確立に向けての検討を行った。 
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報酬諮問委員会 
人数 5名(社外取締役3名・社内取締役2名) 
委員長 鈴木善久独立社外取締役 

委員会構成 ・過半数が社外取締役 
・取締役会議長、社長CEOは委員ではない 

開催回数 6回 
出席率 100% 

審議事項 
報告事項 

●2024年度 取締役賞与額の審議および2024年度 執行役員賞与額の報告 
●2021～2024年度 取締役株式報酬の株式数の審議および潜在株式数についての報告 
●2025年度 取締役・執行役員報酬テーブルについての審議 
●取締役・監査役慶弔見舞金規程の改定についての審議 
●株式交付規程（2025年度～2026年度）の改定についての審議 
●2021～2024年度 執行役員株式報酬の株式数についての報告 
●業績連動型株式付与制度に関する株式取得結果の報告 
●2025年度 取締役賞与の評価基準の審議および執行役員賞与の評価基準についての報告 
●2026年度 取締役報酬、執行役員報酬テーブルについての審議 

委員長 
コメント 

構造改革期間における報酬制度の運用は、その役割を適切に果たしてきたものと評価している。2026年度は、
SF2030 2nd stageの達成に向けて検討を進める機関設計移行も踏まえ、オムロンの再成長と企業価値向上に資
する報酬制度の検討を進める。 

 

コーポレート・ガバナンス委員会 
人数 7名(社外取締役3名・社外監査役２名・非業務執行社内取締役2名) 
委員長 上釜健宏筆頭独立社外取締役 

委員会構成 ・過半数が社外役員（社外取締役・社外監査役） 
・執行を兼務する取締役は委員ではない 

開催回数 5回 
出席率 100% 

審議事項 
報告事項 

●2024年度取締役会実効性評価 最終案の審議 
●2025年度取締役会運営方針・重点テーマ（案）の議論 
●「オムロンのコーポレート・ガバナンスの進化」についての議論 
●社外役員の独立性要件改定についての審議 

委員長 
コメント 

モニタリングボードへの更なる進化を見据え、機関設計の移行に関する検討に入った。執行側に権限移譲して更なるス
ピードアップを図り、益々オムロンらしいガバナンス体制の構築を目指していきたい。 
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7. 2026年度取締役会運営方針および重点テーマ 
取締役会は、コーポレート・ガバナンス委員会の議論結果を踏まえて、6月2日取締役会において、

2026年度取締役会運営方針および重点テーマを決定しました。 
 
＜2026年度取締役会運営方針＞ 
取締役会は、中長期視点での企業価値向上を目指し、中期ロードマップ「SF 2nd Stage」の進捗モ
ニタリングと監督機能の高度化を通じて、モニタリングボードへの進化を加速する。 

 
＜重点テーマ＞ 
 中期ロードマップ「SF 2nd Stage」の検証および進捗モニタリング 

－ポートフォリオの再構築に向けた「注力13事業」 
－その実現に向けた「全社10施策」 

 企業価値向上を見据えた資本政策 
 企業価値向上を支えるガバナンスの進化 
 経営リスク・不確実性への備え 
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【参考】2025年度取締役会の実効性評価の評価方法 
2025年度取締役会の実効性評価のプロセスおよび評価項目は以下の通りです。 

（1）評価プロセスの概要 
2025年度の取締役会実効性評価は、従来から実施してきた、「①取締役会レビュー結果」、「②取
締役・監査役へのアンケートの結果」、「③取締役会議長面談」、「④取締役会議事録」の自己評価
に加え、第三者評価を導入し、多面的な観点から実施しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 各取締役会終了直後に実施している社外役員による取締役会レビュー結果 
② 各取締役会終了後に全取締役、監査役に実施しているアンケートによる自己評価結果 
③ 取締役会議長による全取締役、監査役を対象とした個別面談結果 
④ 各取締役会の議事録 
■なお、第三者評価機関による評価結果については、取締役会において十分な議論を行い、当社
取締役会としての強みや課題、今後の改善に向けた論点を明確にしたうえで、取締役会メンバー全
員で認識を共有しました。これらの認識は、本資料に記載の2026年度に取り組むテーマや取締役
会運営の改善に反映しています。 

 
（2）第三者評価機関によるアンケート項目の概要 

全体評価、取締役会の構成、取締役会の運営、取締役会の審議、支援体制、各種委員会、
執行体制、討議内容についてアンケートを実施。 

 
以上 


